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1　はじめに
近年多くの自動車にカーナビゲーションシステム（以下、

ナビと記す）が標準装備され、レンタカーやタクシーにも
装着されるようになってきている。筆者は 4 年前にドイツに
駐在したが、ナビを装着した乗用車を使ったお陰で、地理
を知らないまま地図帳なしで、どこへでも運転することがで
きた。当初ヨーロッパの研究者らが主張した進行方向を矢
印で示すのみのターンバイターン方式ではなく、すべてのナ
ビは日本式の地図ナビとなっていた。

ナビの始まりは中国の十八史略にある殷の黄帝が発明し
たといわれる指南車であった。その後時代を経て、本田技
研工業（株）が 1981 年にガスレートジャイロを用いたナビ
を作ったが、透明シート地図を用い、自車位置を光で投射
するものであった [1]。その後地磁気を用いて走行方向を示

すものはあったが、ディスプレー上の地図に自車位置を重
ねて表示するものが 1987 年にトヨタクラウンに搭載され、
これがナビの始まりであった。このナビは地磁気と車速セ
ンサーの出力を基に移動量を積算していくので、徐々に真
の位置からずれていくものではあったが、これによりナビ
搭載の気運は高まった。このときの地図は 1/5 万（1 cm
が 500 m）と粗いものを用いていた。そして、1989 年に日
産シーマにナビが搭載されたが、これは住友電気工業（株）
（以降、住友電工という）によって開発されたものであり、
地図中の道路の上に自車位置が精度良く表示されるという
点において実用的なナビの最初と言うことができる。本稿
では、住友電工におけるナビの研究開発のプロセスを振り
返り、実用化のポイントと困難さについて述べる。
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日本が実用化の先鞭をつけた車のカーナビゲーションシステムは、今や全世界に広がりたいへん有用なものとなり、日本だけでも約
5000億円/年を超える事業規模となっていると思われる。しかし、これを実現するためには、当時にはなかった全国のデジタル地図作成
のための仕組みづくりと作成、交通情報を車に流す仕組みや米国によるGPS整備とその利用等環境整備が必要であり、これに多くの労
力を割いた。またマップマッチング等位置検出技術、ジャイロセンサー、ディスプレー、メモリー、マイコン等ナビに必要なソフトウエア、
ハードウエア開発が必要であった。今ではカーナビゲーションシステムは車載情報通信システムとして発展拡大している。まだ世の中に
同システムに必要な要件が整備されていなかったところから始めた開発と事業化について、開発マネージメントの観点から述べる。

いかにしてカーナビゲーションシステムは実用化されたか
−　開発マネージメントと事業化について　−
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and commercialization, which started even before the requisites for the NAVS developed fully, from a development management perspective.
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2　ナビの基盤となった道路の情報化技術
ナビは地図上に自車位置を表示し、地図上の道路に沿っ

て目的地に至る経路をドライバーに提示すると共に道路の
渋滞状況を表示するシステムである。したがって、自動車に
搭載する車載機器単独で成立するものではなく、道路イン
フラ側の情報化技術の開発も不可欠である。このインフラ
側の開発がいち早く行われたのが我が国の特徴であった。

1966 年に東京銀座にて信号機と車両感知器をオンライ
ンでつなぎ、交通流の検出から信号機の制御をコンピュー
ターで行う交通管制システム実証実験が行われ、有効性
が確認されて実用化が始まったが [2]、さらに急激に増大し
始めた交通事故の防止と交通渋滞対策の必要性が課題と
なっていた。1973 年に行われた通商産業省（当時）の自
動車総合管制システム [3]（CACS）では交差点にコイルを
埋設し、交差点を通る車に誘導無線を用い、渋滞を避ける
ための進路を車載機に表示する実験が行われた。実用化
には、車載機とインフラとの両方の整備が必要で、ニワトリ
と卵の関係で実現しなかったが、交通情報で車を空いてい
る道路に誘導することの有効性は実証された。

これとは別に、警察庁はパトカーの有効な運用の為に、
センターでパトカーの位置を把握し誘導するパトカーロケー
ションシステム [4]（以下パトロケと記す。警察用語ではカー
ロケータ）開発を進めようとしていた。

こういった情勢のなか、道路インフラ技術に参画してい
た住友電工ではナビの開発の必要性を感じていた。そして、
1983 年当時住友電工で交通管制や CACS をリードしてき
た油本暢勇氏（後の専務取締役）は米国で開発されたマッ
プマッチング技術を知り、これを用いることでナビを実用化
できると判断して、この方式での開発を決定し、着手した。

その後、路車間通信システムの技術は官民の連携によっ
て進められ、1984 年には路車間情報システム（RACS）
がスタートし、1987 年には新自動車交通情報通信システム
（AMTICS）が発足した。このように道路交通情報の収
集が進み、またナビの車載化が始まり、移動体を対象とし
た新たな道路交通情報システム導入の機運が高まった。そ
の結果 AMTICS や RACS 会員を中心に新たな会員も加
わり、VICS が 1991 年に発足し、さらに ITS（Intelligent 
Transportation System）へと拡大することになった。

3　ナビゲーションシステムの開発
住友電工におけるナビ開発は車載ナビ開発とパトロケ開

発からなり、それに必要な共通の技術や部品を開発した。
本稿ではナビを中心に述べる。
3.1　現在位置検出技術
1）マップマッチング[5]技術開発

ナビの基本技術は、いま自分がどこにいるかという位置
検出の技術と、目的地までの経路を計算し、その経路に沿っ
て案内する経路計算、経路案内技術である。

現在では、この基本技術の一つである位置検出は、
GPS 衛星を利用したシステムを使用することで比較的簡単
にできるようになっている。私達のパトロケやナビ開発当初
はまだ GPS 衛星が数個しかなく、実際にこれを用いて位置
を計算できるのは 1 日のうちわずか 1 ～ 2 時間という未整
備状態であり、まだ使えるものではなかった。
①マップマッチング方式の開発

スタートの位置がわかり、その位置からの走行距離と進
行方向がわかれば、原理的には位置がわかることになる。
この方法をデッドレコニングと呼ぶ。ただし、この方法は
その走行距離および走行方向を検出するセンサーの精度が
とても重要で、潜水艦や航空機に使用されていた高精度か
つ高価なセンサーを自動車に使用するのは無理であった。
この高価なセンサーを用いなくても、正しい位置検出がで
きる方法を、アメリカの ETAK 社が開発した。それがマッ
プマッチング方式であった。この方式では、デッドレコニン
グで検出した自車の軌跡を、自動車は道路上を走るものと
して、地図の道路と比較してその誤差を補正するものであ
るため、センサーによる誤差の累積を防ぎ、正しく位置の
検出ができることになる。図 1 に説明図を示す。

青色はデッドレコニングによる軌跡である。走行距離や
方向にわずかのずれを有するため、徐々に緑色の真の道路
位置から離れていく。車が交差点を曲がるときに、マップ
マッチング方式では道路地図データから交差点の位置を参
照し、現在位置を交差点位置に修正する。

赤色がマップマッチングにより修正された軌跡である。
軌跡が道路上に補正されているため、ドライバーに違和感
を与えないものである。開発チームは ETAK 社の技術を
導入するかどうかを考えたが、日米の道路密度、道路形状

図 1　マップマッチングの原理
（住友電気工業（株）提供）
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の違い等、ロジックに影響を与える要因に隔たりが大きかっ
たことや、将来の発展を考えて、自社開発することにした。
②センサー、ハードウエア、ソフトウエアの考え方

センサーとしては、移動量、旋回角のセンサーが必要で
ある。自動車に用いるためには、潜水艦や航空機に比べ 2
～ 3 桁安価で、精度はそこそこ、しかも車の使用年数十年
くらいは調整が不要で壊れないというものが必要となる。

移動量と旋回角は車の両輪の回転数の平均とその差分
でそれぞれ検出できる。住友電工はアンチロックブレーキ
（以下ABS と記す）メーカーでもあったので、よく分かっ
ていた ABS 用車輪速センサーを車メーカーにお願いし、
それをセンサーとして使用することにした。また、旋回角の
センサーだけでは、絶対方位が分からないため、絶対方位
の分かる地磁気センサーを併用した。ただし、車輪の回転
数はスリップのために実際の移動距離と違ったり、地磁気
センサーも直流駆動電車の近く等場所によって大きく狂うこ
とがあるため、これらセンサーの誤りをマップマッチングで
いかに正すかというソフトウエア開発がとても重要になる。
そのソフトウエア検証のため、種々のコースで実車走行した
り、実車走行のデータをもとにシミュレーションを行ったり
した。ただ、これらの検証走行やシミュレーションの結果
から、車輪の両輪差からの検出方法では旋回角の精度が
不十分であることが分かり、後に示す光ファイバージャイロ
[6] を開発することになった。その他の部品についても、自
動車用に使用する場合は、世の中一般に使用されており、
十分信頼性の高い物かつ自動車の振動や高低温に十分耐
えられる物を選ぶ必要があった。地図の表示や推奨経路
の表示については、当初は（車に一部搭載されていた）
6 インチ程度の CRT を用い、また地図の記録媒体として
CD-ROM を使用した。これらの方式を用いたナビが 1989

年セドリック、シーマに採用された（図 2）。現在では、こ
れらの表示装置や記録媒体は、液晶ディスプレーと DVD
またはハードディスクにとって代わられている。

1990 年頃のナビには 6 インチ CRT が使われたが、こ
れまでオーディオやエアコンの操作パネルが位置していたと
ころにナビが入り、オーディオやエアコンの操作機能もナビ
機能に組み込まれた。
③実用化の考えかた

一般車では、ナビの車輪速センサーとしてその当時まだ
搭載が少なかった ABS システム用のセンサーを用いたた
め、ナビを搭載できる車両は ABS システムの搭載車に限
られることになった。地磁気センサーについては、車メー
カーが製作時に車体を消磁すること、および一度旋回し磁
石の方位を確認してセンサーの常数を記録させることを行
い、その後は車輪速センサーの値とマップマッチングによ
り自動補正を行う方法にした。

マップマッチングによる位置検出方式は、基本的にスター
ト地点を設定する必要がある。また、走行中に実際の道路
と地図が異なることがあり、位置を見失う場合がある。そ
の時は改めて位置の分かった地点でスタート地点の登録が
必要になる。これは、ユーザーが行うことになるため、で
きるだけその回数を減らし、また簡単に行えるようにしなけ
ればならなかった。

このためディスプレーでの表示内容は見易く、かつスター
ト位置の設定等は簡単な操作で扱える必要があった。し
たがって、自車位置検出や経路誘導・経路案内を行うため
のソフトウエアのほか、ディスプレーに表示および操作する
ためのソフトウエアがとても重要となってきた。

また、このナビシステムでは表示用のほかマップマッチン
グ用のデジタル地図が必要となったが、これも当時は世の
中になく自ら作ることになった（後述）。

さらに、ナビ用ディスプレーは、ナビ以外に車の情報表
示装置として重要な役割があり、それらが表示できるよう
にソフトウエアの開発は行われた。ナビの目標価格は 5 万
円、10 万円、20 万円といった金額になるが、ディスプレー
をカラーで大きなものにする限りは、コスト低減に限界があ
る。基本的にナビは高価な商品といえる。アフターマーケッ
トに出ていた後付けタイプのディスプレーは安いが小さいた
めに視認性が悪く、安全を確保することが必要なカーメー
カー純正のシステムにはそぐわないものであり、採用するこ
とはできなかった。
2）方位検出ジャイロの開発
①光ファイバージャイロ[6]の開発

車の旋回角度をはかるセンサーとして、両輪の回転数差
を求める方式は必ずしも精度は良くなく、当初のナビでは

図 2　カーナビゲーションシステム
（1989 年日産シーマのカタログより、日産自動車（株）提供）
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そのためにマップマッチング処理の限界を超え、道に迷う
ことが度々あった。旋回角センサーの精度を上げることが
必要と考え、当時住友電工で極限作業ロボット用として開
発していた光ファイバージャイロ（サンプル価格は数百万円
程度）を何とか安く作ってナビ用にできないかと考えた。
幸い住友電工では光ファイバージャイロに必要な部品のほ
とんどを内製できたこともあって、それぞれの部品を量産
で安く作ることや、ナビ用として精度を落としても問題ない
ところは低コスト化のため落とす等することで、コストを 2
ケタ下げることができ、車に搭載することが可能になった。
光ファイバージャイロの採用により、位置を見失う頻度が
200 km に 1 回程度に低下するところまで性能を向上するこ
とができた。
②振動ジャイロ[7]

1990 年以降になってナビに GPS が使用できるようにな
ると旋回角センサーには光ファイバージャイロ程の精度は必
要でなく、もっと低コストのものが求められた。当時、カメ
ラの手ぶれ防止用の振動ジャイロが世の中に出始め、これ
をナビに使用できないかを考えた。カメラ用の振動ジャイ
ロは手の動きを検出することを目的としているため、長時間
にわたる零点ドリフトについては考慮されていなかった。ナ
ビ用の要求仕様を作り、センサーメーカーに開発を依頼し
た。その結果、ほぼ満足できるジャイロセンサーを（株）
村田製作所が開発でき、振動ジャイロに切り替えることが
できた。もちろん、振動ジャイロ単体性能の向上によるだ
けではなく、ジャイロを扱うソフトウエアにおいても走行中
の零点ドリフトの推定処理やジャイロ温度測定によるドリフ
ト量の推定等のソフトウエア機能を追加した。このソフトウ
エア機能により光ファイバージャイロよりも小型・安価であ
るが零点オフセットが 5 倍大きな振動ジャイロであっても採
用することが可能となった。
3.2　経路計算・経路案内技術の開発

位置が精度良く検出されると、その次には目的地までの
最適経路を求め、走行中に右左折を案内する機能が求め
られた。経路計算のアルゴリズムは多くが大学の研究によっ

て産み出されていたが、多くは膨大なメモリー、高速読み
出しのできる地図データ記憶媒体を前提としていた。一方、
ナビにおいては 1 倍速の CD-ROMとコスト的に厳しく切り
詰めたメモリーを使って、東京−大阪 500 km の経路計算
を速やかに行うことが求められた。住友電工ではこれまで
の方式では 30 分かかった経路計算をソフトウエアの工夫
により30 秒にまで高速化し、製品化した。
3.3　デジタル地図の開発
①地図データベースの確保

マップマッチングには、デジタル化された地図データが
必要であり、交差点をノード、交差点間をリンクと呼ぶ地
図データ構成となる。表示目的だけで構成された地図デー
タよりも、道路間の接続関係や一方通行規制等、はるかに
緻密なデータからなる。

図 3 において、ノードは交差点や道路の折れ曲がってい
る点であり、座標や交差点名、つながっているリンクの情
報が含まれている。リンクはノードを直線でつないだベクト
ルデータであり、道路属性や道幅等の情報を含む。

図 4 は実際の道路の例であり、高速道路への接続道路
が多くのリンクから実際の曲線を模擬する形で構成されて
いる。図 5 は表示地図であり、人が見やすい地図にするた
めに、水系、建物形状、地名、施設名等の情報が含まれ
ている。

当初、ナビ各社で独自にデータ整備を始めた。住友電工
の場合は、電力会社、ガス会社、地方自治体発行 2500 分
の 1の都市計画図等の詳細地図データを元に、3 大都市圏
の整備を行った。地方自治体の許可が必要となるため、開
発者が手分けし許可を求めに各地方自治体をまわった。
②財団法人日本デジタル道路地図協会[8]

初期の大都市向け用途では独自開発で十分であった。
しかしナビ普及の気運の高まりと共に膨大な工数と費用を
必要とする地図データは民間企業が個々に行うべきことで
はないことが各社で認識されてきた。そこで、関係部門に
働きかけた結果、当時の建設省を中心にデジタル地図を整
備することとなり、（財）日本デジタル道路地図協会が設立

道路種別
道路巾

交差点名
規制情報
リンク接続情報

東経XX度
北緯YY度

ノードリンク

ノードとリンクの列から構成

図 3　道路形状データ
（住友電気工業（株）提供）

図 4　実道路のプロット例
（住友電気工業（株）提供）

図 5　地図データ表示例
（住友電気工業（株）提供）
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された。設立のポイントは、仕様（標準化）と会員（ユー
ザー集め）であり、測量・編集領域では業界のために互い
に協力する一方で、表示デザイン等の表示の仕方について
は競争領域にするとカーメーカーが決断したことによって大
きく進んだ。建設省（当時）内では、道路局と国土地理院
の両方の参画を得た。民間企業は、地図データの共通化に
よる差別化の喪失があったが、コスト削減ができるため、
基金・会費の供出やエンジニアの派遣を含めて参画をした。

地図データに求められる機能も、ナビの進化とともに変
化してきた。現在位置を表示するだけの第 1 世代ではネッ
トワークの正確さが、目的地への経路を表示する第 2 世代
では、一方通行や右左折規制、中央分離帯の有無等の規
制情報が、交通情報を表示する第 3 世代では、渋滞状況
の管理単位との適合性が、それぞれ求められてきた。以後、
現在に至るまで（財）日本デジタル道路地図協会のデータが
日本のナビを支えている。この元地図に警察が管轄してい
る右左折禁止等の交通規制データを加味して、経路誘導
機能が実現された。
3.4　交通情報の受信

狭い国土と交通網を最大限に活用するために我が国の
道路交通管制は世界で最も進んでいる。道路上に設置さ
れた数多くの車両感知センサー [9] や画像感知器、交差点
監視カメラ等で渋滞状況は把握されてきた。その渋滞情報
を、郵政省（当時）の管轄する FM 放送を使って、建設省
が管轄する高速道路上では電波ビーコン [10] で、警察庁が
管轄する一般道路では光学式車両感知器 [11]（光ビーコン）
で、というように複数のメディアを介してナビに提供されて
いる。関係者の努力で VICS[12]（Vehicle Information and 
Communication System）センターが構築され、VICS セ
ンターに集約された情報は、各メディアセンターを介して、
ナビへと送られた。この仕組みを通じてナビでは全国の渋
滞状況も知ることができるようになった。電波ビーコンや、
光ビーコンからのデータは媒体こそ異なるものの共通的な
データについては、そのフォーマットの統一が企業関係者
の努力により成し遂げられた。

ビーコンの受信においてもデータ処理ソフトウエアが重要
であった。ビーコンから送られる簡易図形のデータはその地
点特有のものであり、ナビがどういう表示状況にあろうとも
即座に割り込み的に表示させる必要がある。表示縮尺切り
替え中や経路再探索中等 CPU やメモリー負荷の高いタイミ
ングにビーコン受信を行うと内部処理がたいへんであった。

この交通情報の提供に当たっては、渋滞情報を収集して
いる地図データ表現、VICS センターでのデータ表現、ナ
ビ車載器でのデータ表現の対応付けが必要であったが、
関係者の努力により克服することができた。

図 6 において地図の上の緑の矢印は空いている道路、赤
の矢印は混雑している道路を示す。ナビが普及し、VICS
が 1996 年にでき、1973 年に CACS において描いた車載
器とインフラの協調システムは、ようやく実現に至った。
3.5　その他コア部品開発

ナビは、マップマッチングを行うほか、目的地までの経
路計算と経路誘導をリアルタイムでディスプレーの地図上に
表示しなければならず、これまでの車載機器にない大きな
メモリー量、ソフトウエア量と計算パワーが必要となった。
まず表示用、マップマッチング用の地図を実用的な範囲で
記憶するにも、開発当初の半導体メモリーでは全く容量が
足りず、当時車にはほとんど使用されていない CD-ROM
を使うことにした。この CD-ROM を採用するに当たり、特
に車の振動に耐えられるよう住友電工の関連会社である東
海ゴム工業（株）が開発したオイルダンパーを CDドライブ
メーカーに紹介した。

また 1M byte におよぶプログラムメモリーに ROM を、
地図演算用メモリーにはこれも車で使用実績のあまりない
D-RAM を採用した。これらを採用するにあたり、車用の
環境試験や信頼性に留意した。

米国が 1988 年頃から軍用目的で整備を始めた GPS は、
民間用途にも精度を意図的に下げながらも提供されてき
た。先述の種々のセンサーを車に装着しなくとも受信機さ
え備えれば現在位置が分かるということで、その取り付け
の簡便さゆえに市販ナビを中心に GPS ナビが 1990 年頃か
ら登場してきた。当初は測位に必要な十分な数の人工衛星
が上空を飛んでいないため、トンネルやビル陰等衛星が見
えない状況では、役に立たない場面もあったが、1995 年
頃にはほぼ実用レベルになり、2001 年に精度劣化が解除
されると十分実用レベルへと達した。
3.6　カスタマーへの売り込み

1983 年にナビの単独開発を始めて半年後には大阪周辺
のデジタル地図を作り、ナビのテストが進み始め、カーメー
カーへ PR を開始した。結果的には日産自動車（株）が評

（VICSセンター資料より）図 6　渋滞表示有りの地図表示
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価してくれ、車輪速センサー、地磁気センサー、1/2500
地図によるマップマッチングナビが、1989 年シーマ、セドリッ
クに 1 千台 / 月の企画で量産が始まったが、位置精度には
まだ課題があった。1991 年セドリック、シーマにファイバー
ジャイロを用いたものを出したが、その後日産自動車（株）
は（株）日立製作所との合弁会社『㈱ザナヴィ・インフォマティ
クス』を設立し、自社開発体制とした。住友電工のナビは、
その後トヨタ自動車（株）以外のカスタマーに採用された
が、カスタムメイド化に多大の設計工数を要し、事業的に
は大きな赤字となり問題となった。

一方、後付け市販ナビがオーディオメーカー中心に出始
め、これが主流になり始めた。将来はナビは運転支援シス
テムとして純正ナビが主流になると読んでいたが、市販で
評価されることも生き残りに重要であると考え、社内の反
対があったが、市販市場に打って出た。GPS からの検出
座標を元に道路上以外や湖にも現在位置を表示してしまう
GPS ナビが多い中、車載純正ナビで培った位置精度と経
路算出の迅速さが好評を博した。

4　ナビ事業展開と撤退
4.1　開発費負担と事業利益確保

ナビ用のハード開発や、位置検出の改良、地図表示、
経路計算、経路案内、さらに全国地図の作製や更新用費
用を負担しながら、事業利益確保の見通しがなければナビ
の事業は続けることはできない。これら費用を回収するた
めには、月 2 万台以上のナビの販売が必要であった。

その当時は純正ナビの車への搭載数は、当社が納入し
ていないトヨタ自動車（株）が高かったほかは、各自動車メー
カーとも数千台 / 月の規模で、多い時でも受注数量は 1 万
台 / 月にもならなかった。

当時は、ナビの市場が爆発的に増え、採算を取ることが
できる販売台数にすぐなると考えていたが、バブルが崩壊
して思った程市場が伸びず、結局事業採算のとれない状態
が続いた。多大の地図データやソフトウエア開発費をカー
メーカーに負担してもらう仕組みを作れなかったのが、ナビ
ビジネスモデルの敗因となった。

このため、何とか採算を改善することを考え、地図デー
タベースの作成やナビ開発そのものについても他社との協
業等を行った。
4.2　車載ナビソフトウエア開発問題

市販ナビ参入後も並行して複数のカーメーカーと純正ナ
ビの開発も進めた。純正ナビでは、オーディオやエアコン
の操作も同一画面で行う必要がある。車種が異なるとイン
パネデザインが変わり、インパネに配置できるスイッチの
数が変わる。携帯電話で機種を変更すると操作感が大き

く変わるように、一つのスイッチの増減でソフトウエアは大
きく変えなければならない。これら車種への横展開ととも
に、1995 年以降 VICS 受信やインターネット接続といった
大きなソフトウエア新機能実現の縦展開を並行して行ってい
た。こういう時期にはソフトウエアを共通化して容易に機能
拡張できることが、VICS 対応やインターネット接続機能等
の新機能をいち早く世に出すためにも重要である。

先述の横展開と縦展開で、複数のカーメーカーのそれぞ
れの要望をかなえるには強力な開発陣容を必要とした。そ
の結果ソフトウエア開発費が事業を圧迫するようになってき
た。

しかるに、当時住友電工では市販のナビをより高性能に
すべく、当社独自のナビ OS を開発していた。1995 年発
売の市販ナビはこれゆえに性能速度において高く評価され
た。しかし一面では特化した OS やソフト体系になってし
まっており、これをベースに各カーメーカーの車種への横展
開、新機能実現の縦展開をするには、OS の改造をする必
要がでてきた。インターネット接続等の機能においてもブラ
ウザを独自新規開発せねばならない等、縦機能展開への
障壁となり、ソフトウエア開発費用と工数が莫大となり、カー
メーカーに機能実現見送りをお願いせねばならなかった。

このなか 1997 年に発売したナビでは、仕様の変更等で
ソフトウエア開発の工数として当初見積もり約 200 人月が
完成時 1,000 人月を越える等費用が大幅に膨らんだことに
加え、発売後ソフトウエアのバグが多発し、メンテ費用も
大幅に増え、赤字幅を大幅に増やした。これがナビ市場
撤退の大きな要因となった。

おりから各企業では“選択と集中”がキーワードとなり、
住友電工は事業損益の点で大きな赤字を続け、改善の見
通しが立たないナビ事業から撤退することを決断した。

5　まとめ
ナビ開発は単なるナビソフトウエア開発のみでは実現し

なかったのであり、地図 DB、交通情報、通信方式、各種ハー
ド等々、多くのインフラ構築や関連技術の開発が相まって
実現したといえる。当時の建設省、郵政省、警察庁の関係
者、トヨタ自動車（株）、本田技研工業（株）、日産自動車（株）
等カーメーカー、（株）デンソー、三菱電機（株）、アルパイ
ン（株）、パイオニア（株）等多くのナビメーカー、パナソニッ
ク（株）、（株）日立製作所等インフラ整備メーカー、地図メー
カーの方々、小型振動ジャイロ、GPS、ディスプレー等を
開発された各部品メーカーとの協力関係があってこそ、現
在の普及が実現できたといえる。

図 7 にナビに採用された技術および部品と関連する社会
システムを時代を追って図示したが、この図に示すようにナ
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ビは多くの技術、部品の組み合わせとこれらを有効に活用
するソフトウエアによって完成されたものである。

地図データにおいては、各社独自の地図データから共有
化に移行し、センサーにおいては振動ジャイロが登場し、
GPS の整備により現在位置検出が容易になると共に高精度
となった。表示においては液晶の低価格化により大画面化
し、機能拡張においては、CPU の高機能化・メモリーの
大容量化・CDROM から DVD や HDD への進化、といっ
た動きがあった。

また、ナビ普及をさらに促進したものとして、並行して開
発された社会システムの発展もある。日本のITS（Intelligent 
Transport System）はナビの普及から始まり、今や車に必
須のものとなった。ETC システムの整備がそれに続いた。

ナビは車における情報センターとなり、車載カメラ映像や
種々の情報が映し出されるようになっている。曲がるべき交
差点手前で自動減速する等、運転制御との統合も進んでい
る。一方で PND（Portable Navigation Device）の普及も
海外ではめざましい。今後も、高級機能の純正ナビ、手頃
な PND の二極に分化しつつ普及が進んでいくであろう。

6　謝辞
ナビの実用化は産官学にわたる多くの関係者が努力し、

貢献したことによるものであり、それらの功を称えて感謝し
たい。また元住友電工油本暢男氏、三藤邦彦氏がナビ開
発にかかわる多くの課題に貢献されたことを述べたい。さ
らに本稿を記すにあたり、三藤邦彦氏の協力をいただいた
ことに謝意を表したい。最後にナビ開発、製品化、車載化
等を進めてきたが、事業としてはうまくいかず、撤退せざる
を得なかった。この間多くの関係者に多大のご迷惑をお掛
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けしたことを、それに携わった責任者として衷心よりお詫び
申し上げたい。
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査読者との議論
議論1　論文全体
コメント（景山 晃：産業技術総合研究所イノベーション推進本部）

カーナビゲーションシステムとして、広範囲の要素技術をコンパクト
にまとめた論文としてシンセシオロジーに相応しい内容になっている
と思います。ある製品が世の中に出るために求められる技術群の領
域の広さを示すと同時に、目的に沿ってどの技術を採用し、逆にど
の技術を捨てたのか、また、その技術と他領域の技術とをどのように
融合させたのかは、企業における研究開発マネージメントの事例とし
て大変貴重な論文です。

また、限られた誌面の中で、研究開発マネージメントの重要な側面
として、（財）日本デジタル道路地図協会の設立や企業間連携、官公
庁との連携等の重要性に触れてあり、シンセシオロジーの典型的な
論文だと思います。

議論2　各要素技術の融合化の全体像
コメント（景山 晃）

本論文では要素技術として、（A）位置検出技術、（B）経路計算
技術、（C）経路案内技術が基本であることを述べています。マップマッ
チング技術を皮切りに、（A）を完成させるための候補技術、（B）を
完成させるための複数の技術、（C）を完成させるための幾つかの技
術を記述してあります。分野外の読者の理解を助けるという意味で、
これらカーナビを実用に耐える技術として仕上げるための要素技術群
を、図または一覧表で載せてはいかがでしょうか。実に多様な技術
が不可欠であることが読者に一層よく伝わるように思います。

コメント（赤松 幹之：産業技術総合研究所ヒューマンライフテクノロ
ジー研究部門）

マップマッチング技術、位置同定技術、デジタル地図、経路計算
技術等の大きな技術要素ごとに、時代によってほかの要素（GPS、
CPU、ストレージデバイス）によって、どのように技術の選択が変化
していったのかが図示できると、技術動向に合わせてダイナミックに
シナリオが変化していったことが読者に直ちに理解してもらえると思
います。

回答（池田 博榮）
要素技術間の関係を、「5 まとめ」の章に図 7として挿入しました。

議論3　多種のハードウエア技術を統合制御するソフトウエア技
術開発の重要性
コメント（景山 晃）

センサー技術だけでなく、ソフトウエア技術が重要であることが述
べられていますが、OS を含めたソフトウエアの研究開発の重要性を
もう少し強調して記述された方がよいと思います。センサー技術とデ
ジタル地図との融合や位置ずれの補正技術、電波または光ビーコン
からのデータ処理技術等のソフトウエアも重要な役割を担っていると
推察します。

回答（池田 博榮）
ご指摘のとおり、カーナビはソフトウエア技術が重要な車載装置で

あり、車載装置の中でも群を抜いて大きなソフトウエア量となっていま
す。本論文では、3.1 振動ジャイロの節において、光ファイバージャイ
ロよりも単体性能、とりわけドリフト値において相対的に劣る振動ジャ
イロを使うようにするためのソフトウエアの工夫を追記しました。また、
ビーコン受信については、受信後の割り込み画面への切り替え等負荷
が集中し、内部的に複雑な処理が求められたことを記載しました。

議論4　技術開発の展開
質問（景山 晃）

ソフトウエアの開発費用が膨大となり、住友電気工業（株）（以下、
住友電工という）としては事業を撤退せざるを得なくなったと論述さ

れています。カーナビシステムの黎明期に業界を引っ張った住友電工
の撤退は大変残念な出来事ですが、その後、カーナビや ETC が大
きな産業となったことに繋がった技術、またはマネージメント上のポイ
ントを、技術あるいは産業領域という視点から簡潔に示していただく
ことは可能でしょうか。

回答（池田 博榮）
1）大きな産業に繋がったポイント
①技術的なポイントとしてはTVと同様にリピートが効く製品であり、
一度使えばやめられないものであることが大きいと思います。TVも出
始めには「家庭にTVは不要」といった教育的視点、家庭環境悪化と
いったことから不要論がありましたが、今や家庭に何台もある時代に
なりました。

カーナビも初めの頃は車メーカーの電子技術部のほとんどの人は
「車にナビは不要」と言い、「池田さん、この忙しい時に何をやって
いるのか、ナビ開発なんかやめろ」と言われたこともありました。そ
の人は後でカーナビ開発の責任者になり、「池田さん、あれは誤りで
した」と言われたことがありました。また当時、マーケッティング調
査ではカーナビ装着を望む人は少なかった。それに対し、車メーカー
のある幹部はいわゆるマーケッティング手法をまったく信用していな
かったのが今でも印象的でした。「池田さん、世の中にない製品が欲
しいかどうかをお客さんに聞くのは意味がない。お客さんは分かって
いないのだから」と言われました。同じことがタクシーや会社のプロ
の運転手も「ナビは不要、地図を見れば良い」と言っていましたが、
ご存じのように今ではタクシー運転手にとっても不可欠のものとなっ
ています。そういう意味でカーナビは運転の支援システムであると言
えます。そして今では、カーナビという言葉が「リクナビ・・・」等の
ように他分野でも使われるようになったことが、いかにカーナビが浸
透したかをよく表していると思います。
②車で1万円を超える部品は少なく、まして10万円を超えるものは少な
かったのですが、カーナビによって高額な車載機器というものが成り
立つことが分かりました。また部品のすそ野が広い機器であり、例え
ば車載用の液晶ディスプレーだけでも一つの市場となり得ています。
③車の組み込み系ソフトウエアとして最大のものであり、かつ品質信頼
性でパソコン等ほかの分野よりはるかに高品質を要求されたため、ソ
フトウエアの品質向上が進みました。ハードウエアもそうですが自動車
関連では品質要求は高く、お客さんに不具合がすぐわかるために、一
般のIT企業では純正ナビに入れない「品質WALL」による差別化がで
きる分野となりました。「基本的にバグが許されない世界」ですが、逆
にこのことが開発マネージメントとして住友電工が陥った穴でした。
2）ソフトウエアのブレークスルー

ソフトウエアを構成するうえで、独自化による機能差別化と、共通
化による拡張の容易性を考慮する必要があります。住友電工は当初
からカーナビ性能において抜きんでていたと自負しております。しか
し、1995 年以降は VICS 対応、さらにはインターネット対応と大きな
機能追加を行うべき時期が到来してきていました。その時期には共
通化を目指すべきであったと考えます。しかし当時住友電工は機能
差別化、高速化を図るべく独自 OS 開発へと進み、結果的に大きな
機能追加を独自で行わねばならなくなりました。本文においても、こ
れらのことを示すように改訂しました。

議論5　ETAK社のカーナビ技術の情報
質問（赤松 幹之）

マップマッチング技術を最初に世に出した ETAK 社のカーナビは
1985 年だったようですが、本論文では 1983 年に油本氏が同技術に
注目したと記載されています。これは ETAK 社が製品化する前から
論文等でマップマッチング技術について発表されていたから知ること
が出来たのでしょうか。

回答（池田 博榮）
1983 年に当時住友電工の油本がアメリカ出張したおり、この分野
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の先駆者であった Frenchさんからの情報を得て ETAK の試作カー
ナビに試乗したものです。当時は、地図は簡易なものでした。

議論6　カーナビ普及に関する海外との比較
質問（赤松 幹之）

本田技研工業（株）のジャイロケータ、トヨタ自動車（株）のエレ
クトロマルチビジョン、そして住友電工さんのシステム等と同時代に、
米国 ETAK 社がカーナビを開発し市販しましたが、結果的には我が
国でカーナビが普及しました。この違いは、どのような点にあるとお
考えでしょうか。

さらに、産業界がなぜ積極的に動いたのか、また行政サイドでも
積極的な動きがあったのはなぜなのか、どのようにお考えでしょうか。

回答（池田 博榮）
①カーナビ普及の違い

アメリカ国土は都市内は Street と Avenue からなる碁盤の目で整
然としており、また都市間道路の出入り口は番号化され、分かりやす
く、カーナビの必要性が少ないこと。また、アメリカでは道路案内は
地図より、箇条書き案内が多く、地図ナビはそれほど必要ではありま
せんでした。

一方ヨーロッパは、歴史の古い都市国家で道路は曲がりくねり非常
に分かりづらく、日本も同様で、カーナビが普及しやすい国柄です。

日本は新し物好きといった国民性以外に、技術的にはカーナビに
必要なジャイロセンサー、ディスプレー、CDROMドライブ、半導体、
道路交通情報等々が進んでいたこともあります。
②動いた産業分野はシステム開発と地図については、自動車メー
カー、カーエレクトロニクス、オーデイオ、電機、地図メーカー等が
動き、ジャイロセンサー、GPS、マイコンを始めとする半導体、CD、
DVD、HDD、デイスプレー等々については部品メーカーが動きまし
た。さらにナビソフトウエアを組み込んだ新しい情報企業等々が新分
野として多く参入し、普及を推し進めました。
③行政サイドに関しては、インフラを含めた新分野として注目したから
であったと思います。

議論7　解説、レビュー論文との差異化
コメント（景山 晃）

この論文は読者から見て、カーナビ技術開発に関する解説（レ
ビュー）、研究開発史という印象を与える可能性があります。そこで、
候補技術群の中でなぜその技術を選定して研究開発を進めたのか、

結果としてその選定技術がどのような点でほかの候補技術より優れて
いたのかについて、半定量的な数値情報を加える等により、論述して
いただくとよいと思います。

回答（池田 博榮）
光ファイバージャイロについては、「光ファイバージャイロの採用によ

り、マップマッチング処理の限界を超えることは 200 km に 1 回程度
に低下するところまで性能を向上することができた。」との文を、振
動ジャイロについては、「もちろん、振動ジャイロ単体性能の向上によ
るだけではなく、．．．。このソフトウエア機能により光ファイバージャイ
ロよりも小型・安価であるが零点オフセットが 5 倍大きな振動ジャイ
ロであっても採用することが可能となった。」の文を追加しました。

議論8　シンセシオロジー論文について
質問（赤松 幹之）

今回、カーナビの開発と事業化についての論文を執筆していただき
ましたが、著者として、これまでの論文や総説また技報等では記述さ
れることはなかったことで、シンセシオロジー論文にすることで初め
て記述できたこととしてどのようなものがあったのか記載いただけま
せんでしょうか。

回答（池田 博榮）
ここで書けたもの
　　①住友電工がカーナビ開発を進めた経緯。
　　②位置精度向上のために光ファイバージャイロを開発した経緯
　　③世の中になかったデジタル地図データベース作成経緯
　　④車メーカーとの関係
　　⑤後付けカーナビ開発
　　⑥事業採算と開発費の問題
　　⑦ソフトウエア不具合問題
書けなかったもの
　　省庁間の調整の問題
　　部品入手の苦労
　　カスタマーへの売り込み
　　各種イベント対応（事業推進の観点からすると、積極的な参加
　　は必ずしも得策ではなかった）。
　　住友電工社内の反対
　　競合メーカーとの関係
　　アライアンス等々多くの語れないものあり。


